
V〇
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2017 年 8 月 31 日(31.08.2017) WO 2017/145328 A1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： (81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
F24J2/38 (2014.01) 護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
(21) 国際出願番号： PCT/JP2016/055634

CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(22) 国際出願日： 2016 年 2 月 2 5 曰（25.02.2016) FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
IR, IS, JP, KE, KG, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR,

(25) 国際出願の言語： 日本語 LS, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,
MY, ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,(26) 国際公開の言語： 日本語
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SA, SC, SD, SE, SG, SK,

(71) 出願 人：日立造船株 式会社（HITACHI ZOSEN SL, SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA,
CORPORATION) [JP/JP]; 〒5598559 大阪肘大阪市 UG, US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.
住之江区南港北 1 丁目7 番 8 9 号 Osaka (JP).

(84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保
(72) 発明者：▲ 高 鍋 浩ニ（TAKANABE, Koji); 〒 護が可肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,

5598559 大阪府大阪市住之江区南港北 1 丁目 7 MZ, NA, RW, SD, SL, ST, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一
番 8 9 号 日立造船株式会 :内 Osaka (JP). 大塚 ラシァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一
裕之 (OHTSUKA, Hiroyuki); 亍5598559 大阪府大阪 ロッパ (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE,
巿住之江区南港北 1 丁目7 番 8 9 号 日立造船 ES, FI, FR, GB, GR, HR, HU, IE, IS, IT, LT, LU, LV, MC,
株式会社 内 Osaka (JP). 小坂 浩史（KOSAKA, MK, MT, NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR),

Hiroshi); 亍5598559 大阪府大阪市住之江区南港北 OAPI (BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM,

1 丁目 7 番 8 9 号 日立造船株式会社内 Osaka ML, MR, NE, SN, TD, TG).

(JP). 添付公開書類：
(74) 代理人：松阪 正弘，外（MATSUSAKA, Masahiro 一 国際調査報告 （条約第 2 1 条(3))

et al); 〒5420081 大阪府大阪市中央区南船場 1 丁
目 1 1 番 9 号 長堀八千代ビル 6 階 Osaka (JP).

(54) Title: SOLAR HEAT RECOVERY SYSTEM

(54) 発明の名称 ：太陽熱回収システム

(57) Abstract: A fresnel-type solar heat recovery sys
tem (10) i s provided with a reflecting unit (2), a r e
flecting unit arive mechanism (3), a receiver (4), a r e
ceiver moving mechanism (5), and a control unit (6).
The reflecting unit (2) i s disposed below the receiver
(4), reflects solar light, and collects the solar light t o
the receiver (4). The reflecting unit drive mechanism
(3) changes the direction o f the reflecting unit (2). The
receiver moving mechanism (5) changes the position
o f the receiver (4). The control unit (6) controls the
reflecting unit drive mechanism (3) and the receiver
moving mechanism (5) on the basis o f the position o f
the sun. Consequently, compared with conventional
solar heat recovery systems wherein receivers are not
moved, the light collection rate o f the receiver (4) can
b e improved. A s a result, power generation efficiency
o f the solar heat power generation system can b e im-

6 Control unit P o e d

(57) 要約：フレネル型の太陽熱回収システム
( 1 0 ) は、反射部 （2 ) と、反射部駆動

機構 （3 ) と、レシーバ （4 ) と、レシ一
バ移動機構 （5 ) と、制御部 （6 ) とを備
える。反射部 （2 ) は、レシーバ （4 ) の
下方に配置され、太陽光を反射 してレシ一
バ （4 ) に集光す る。反射部駆動機構

( 3 ) は、反射部 （2 ) の向きを変更する。レシーバ移動機構 （5 ) は、レシーバ （4 ) の位置を変更す
る。制御部 （6 ) は、太陽の位置に基づいて反射部駆動機構 （3 ) およびレシーバ移動機構 （5 ) を制御
する。これにより、レシーバの移動が行われない従来の太陽熱回収システムに比べて、レシーバ （4 ) に
おける集光率を向上することができる。その結果、太陽熱発電システムにおける発電効率を向上すること
ができる。



明 細 書

発明の名称 ：太陽熱回収システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽熱回収システ ム に関する。

背景技術

[0002] 近年、再生可能エ ネルギと して太陽光の利用が注 目されている。集光型太

陽熱発電 （C S P ：concent rat i ng so lar power) は、太陽光エ ネルギを利用

して発電を行 う方法の 1 つである。集光型太陽熱発電には、様 々な種類があ

る。

[0003] 例 えば、 トラ フ型の太陽熱発電システ ムでは、断面が放物線状である トラ

フ型の反射鏡 により、当該反射鏡の焦点上に配置された集熱管 に太陽光を集

光 し、集め られた太陽熱 を利用 して発電が行われる。特開 2 0 1 - 1 1 7

7 6 3 号公報 （文献 1 ) の太陽光集光装置では、反射鏡および集熱管 を一体

的な揺動体 と して構成 し、太陽の方向に合わせて当該揺動体を回転 させる。

これにより、揺動体を回転 させる機構 におけるバ ックラ ッシュの解消が図 ら

れている。

[0004] —方、 フ レネル型の太陽熱発電システ ムでは、複数の集光 ミラ一の上方に

固定された レシーバに、当該複数の集光 ミラ一により太陽光を集光 し、集め

られた太陽熱 を利用 して発電が行われる。 フ レネル型の太陽熱発電システ ム

では、集光 ミラーで受ける太陽光の光束は、太陽光の入射角度のコサイン成

分に比例する。 このため、朝方や夕方等のように、太陽光が大 きな入射角度

で集光 ミラ一に入射する場合、集光 ミラ一が受けることのできる太陽光エネ

ルギが低下する。

[0005] そ こで、特開 2 0 1 4 _ 2 0 7 4 9 号公報 （文献 2 ) のフレネル型の太陽

熱発電システ ムでは、第 1 および第 2 の レシーバを設け、選択集光 ミラ一へ

の太陽光の入射角度が小さ くなるように、選択集光 ミラ一 による集光の対象

を、第 1 および第 2 の レシーバの間で切 り替える。 これにより、選択集光 ミ



ラ 一 による集 光率 の向上 が図 られて い る。

[0006] と こ ろ で 、 文献 2 の 太陽熱発 電 シ ス テ ム で は 、 1 つ の 選択集 光 ミ ラ 一 に対

して 2 つの レシーバ を設 ける必要 があ り、 システ ムが大型化 す るおそれがあ

る。 また、 太陽 の位置 によ って は、 2 つの レシーバ の いずれ に集 光 した と し

て も、 選択集 光 ミ ラ ーへ の太陽光 の入射 角度 があ ま り小 さ くな らな い場合 も

あ り、 選択集 光 ミラ一 による集 光率 の向上 に限界 があ る。

発 明の概 要

[0007] 本発 明 は、 太陽熱 回収 シ ス テ ム に 向 け られて お り、 レシーバ にお ける集 光

率 を向上 す る ことを 目的 と して い る。

[0008] 本発 明 に係 る フ レネ ル 型 の太陽熱 回収 シ ス テ ム は、 レシ ーバ と、前 記 レシ

—バ の下方 に配置 され、 太陽光 を反射 して前 記 レシーバ に集 光 す る反射部 と

、前 記反射部 の向 きを変 更 す る反射部 駆動機 構 と、前 記 レシ ーバ の位置 を変

更 す る レシーバ移動機 構 と、 太陽 の位置 に基 づ いて前 記反射部 駆動機 構 お よ

び前 記 レシ ー バ 移動機 構 を制御 す る制御部 とを備 え る。 当該 太陽熱 回収 シ ス

テ ム によれ ば、 レシーバ にお ける集 光率 を向上 す る ことがで きる。

[0009] 本発 明の一 の好 ま しい実施 の形 態 で は、前 記 レシ ーバ が、 南北 方 向 に延び

、前 記反射部 が、東 西方 向 に配 列 され る とともにそれぞれが南北 方 向 に延び

る ミラ一回転軸 を中心 と して回転 可能 な複数 の集 光 ミラ一 を備 え、前 記反射

部 駆動機 構 が、前 記複数 の集 光 ミラー をそれぞれの前 記 ミラ一回転軸 を中心

と して回転 させ る ことによ り、前 記反射部 の向 きを変 更 し、前 記 レシーバ移

動機 構 が前 記制御部 によ り制御 され る ことによ り、 太陽 が正 中位置 よ リも東

側 に位置 す る ときに、前 記 レシーバ が、前 記複数 の集 光 ミラ一であ る集 光 ミ

ラ 一 群 の東 西方 向の 中央部 であ る反射 中央部 よ りも東側 に配置 され、 太陽 が

前 記 正 中位置 に位置 す る ときに、前 記 レシ ーバ が前 記反射 中央部 の上方 に配

置 され、 太陽 が前 記 正 中位置 よ りも西側 に位置 す る ときに、前 記 レシ ーバ が

前 記反射 中央部 よ りも西側 に配置 され る。

[001 0] 本発 明の他 の好 ま しい実施 の形 態 で は、前 記 レシーバ移動機 構 が、前 記 レ

シ一バ に下方 か ら接 続 され る レシ一バ接 続部 と、前 記 レシ一バ よ りも下方 に



位置するレシ一バ回転軸を中心として前記 レシ一バ接続部を回転することに

より、前記 レシーバの位置を変更する接続部回転機構とを備える。

[001 1] 上述の目的および他の目的、特徴、態様および利点は、添付 した図面を参

照 して以下に行うこの発明の詳細な説明により明らかにされる。

図面の簡単な説明

[00 12 ] [ 図 1] _ の実施の形態に係る太陽熱発電システムの構成を示す図である。

[ 図2 ] 太陽熱回収システムの平面図である。

[ 図3 ] 太陽熱回収システムの正面図である。

[ 図4 ] レシーバの入射エネルギ率を示す図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 図 1 は、本発明の一の実施の形態に係る太陽熱発電システム 7 の構成を示

す図である。太陽熱発電システム 7 は、太陽熱回収システム 1 0 と、発電部

7 1 とを備える。太陽熱回収システム 1 0 では、太陽熱を利用 して、後述す

るレシ一バ 4 内を流れる熱媒体が加熱される。換言すれば、太陽熱回収シス

テム 1 0 により、熱媒体を利用 して太陽熱が回収される。

[0014] 太陽熱回収システム 1 0 において加熱された熱媒体は、発電部 7 1 との間

で循環される。発電部 7 1 では、熱媒体が有する熱 （すなわち、 レシーバ 4

にて得 られた熱）を利用 して発電が行われる。発電部 7 1 では、例えば、熱

媒体が有する熱を利用 して作動流体が気化され、気化された作動流体により

蒸気タ一ビンが駆動されることにより、蒸気タ一ビンに接続された発電機に

よる発電が行われる。

[001 5] 図 2 は、太陽熱回収システム 1 0 の平面図である。図 3 は、太陽熱回収シ

ステ厶 1 0 の正面図である。太陽熱回収システム 1 0 は、フ レネル型の太陽

熱回収システムである。図 2 中の上下方向および左右方向は、例えば、実際

の南北方向および東西方向に対応する。具体的には、図 2 中の下側および上

側がそれぞれ南側および北側に対応 し、図 2 中の右側および左側がそれぞれ

東側および西側に対応する。

[001 6] 太陽熱回収システム 1 0 は、反射部 2 と、反射部駆動機構 3 と、 レシーバ



4 と、 レシーバ移動機構 5 と、制御部 6 と、 を備 える。 なお、 図 2 では、制

御部 6 の図示 を省略 している。 レシ一バ 4 は、 内部 を熱媒体 が流 れ る長 い管

状体 であ る。 レシーバ 4 は、 南北方 向 に延び る。 レシーバ 4 の南北方 向の両

端部 は、 一対 の レシーバ支持部 4 5 によ り支持 され る。 これ によ り、 レシ一

バ 4 が、反射部 2 等 の上方 に配置 され る。 レシ一バ 4 の長 さおよび外径 は特

に限定 されないが、例 えば、約 9 8 m お よび約 7 0 m m であ る。 レシーバ 4

の具体 的な配置 は特 に限定 されないが、例 えば、地面 か ら約 3 . 8 m 上方 に

配置 され る。

[001 7] 反 射部 2 は、 レシ一バ 4 の下方 に配置 され る。反射部 2 は、 太陽光 を反射

して レシーバ 4 に集光 す る。反射部 2 は、複数 の集光 ミラ一 2 1 を備 える。

複数 の集光 ミラ一 2 1 は、例 えば、 同 じ大 きさであ り、互 いに同 じ構造 を有

す る。複数 の集光 ミラ一 2 1 は、 略東西方 向 に配列 され る。複数 の集光 ミラ

— 2 1 は、 また、 略南北方 向 にも配列 され る。 図 1 および 図 2 に示 す例 では

、 1 3 8 個 の集光 ミラ一 2 1 が、東西方 向および南北方 向 に沿 ってマ 卜リク

ス状 に配置 され る。東西方 向および南北方 向 にそれぞれ並ぶ集光 ミラ一 2 1

の数 は、 6 および 2 3 であ る。以下の説 明では、 当該複数 の集光 ミラ一 2 1

を まとめて 「集光 ミラ一群 」 と呼び、 当該集光 ミラ一群 の東西方 向の中央部

を 「反射 中央部 」 と呼ぶ。 なお、複数 の集光 ミラ一 2 1 は、厳 密 に東西方 向

および南北方 向 に配列 されて もよい。 あ るいは、複数 の集光 ミラ一 2 1 の配

列方 向は、実質 的 に東西方 向および南北方 向 と捉 え られ るのであれば、東西

方 向および南北方 向か ら僅 か にずれていて もよい。

[001 8] 各 集 光 ミラー 2 1 は、 南北方 向 に長 い略長方形 の略平板状部材 であ る。集

光 ミラ一 2 1 の東西方 向の幅、 および、 南北方 向の長 さは特 に限定 されない

が、例 えば、約 1 . 2 m お よび約 4 m であ る。集光 ミラ一 2 1 の上面 （すな

わち、 レシーバ 4 を向 く主面） は、 好 ま しくは、 凹状 の反射面 であ る。集光

ミラ一 2 1 の上面 は、東西方 向の中央部 が東西方 向の両端部 よ りも下方 に向

か って橈 む凹面 であ る。集光 ミラ一 2 1 の上面 の南北方 向 に垂 直な断面 は、

南北方 向のいずれの位置 において も略 同 じであ る。集光 ミラ一 2 1 の上面 の



上記断面は、例 えば、略放物線状である。集光 ミラ一 2 1 の上面の上記断面

は、例 えば、略円弧状であ ってもよい。

[001 9] 各集光 ミラ一 2 1 は、略南北方向に延び るミラ一回転軸 2 2 に接続 される

。以下の説明では、南北方向を 「軸方向」 ともいう。 ミラ一回転軸 2 2 は、

集光 ミラ一 2 1 の下方 に位置 し、集光 ミラ一 2 1 の東西方向における略中央

部 に接続 される。集光 ミラ一 2 1 は、 ミラ一回転軸 2 2 を中心 と して回転可

能である。なお、 ミラ一回転軸 2 2 は、厳密 に南北方向に延びていてもよ く

、実質的に南北方向 と捉 え られる範囲で、南北方向か ら僅かにずれた方向に

延びていてもよい。

[0020] 反射部駆動機構 3 は、反射部 2 の向 きを変更する。反射部駆動機構 3 は、

複数の集光 ミラ一 2 1 にそれぞれ対応する複数の ミラ一回転機構 3 1 を備 え

る。複数の ミラ一回転機構 3 1 は、例 えば、互いに同 じ構造 を有する。 ミラ

—回転機構 3 1 は、集光 ミラ一 2 1 の下方 において地面 に配置 される。 ミラ

—回転機構 3 1 は、例 えば、集光 ミラ一 2 1 に下側か ら接続 されるシ リンダ

部等 を備 える。 ミラ一回転機構 3 1 が駆動 されることによ り、 ミラ一回転機

構 3 1 の上方 に位置する集光 ミラ一 2 1 が、 ミラ一回転軸 2 2 を中心 と して

回転 し、集光 ミラ一 2 1 の上面の傾 きが変更される。太陽熱回収システム 1

0 では、反射部駆動機構 3 が、複数の集光 ミラ一 2 1 をそれぞれの ミラ一回

転軸 2 2 を中心 と して回転 させ ることによ り、反射部 2 の向 きが変更される

[0021 ] 反射部駆動機構 3 は、 また、反射部 2 の反射面の曲率 を変更する。具体的

には、反射部駆動機構 3 は、各集光 ミラ一 2 1 の上面の曲率 （すなわち、 当

該上面の下方への橈み量）を変更する。反射部駆動機構 3 は、複数の集光 ミ

ラ一 2 1 にそれぞれ対応する複数の曲率変更機構 3 2 を備 える。複数の曲率

変更機構 3 2 は、例 えば、集光 ミラ一 2 1 の幅方向の両端部 を中央部 に対 し

て相対的に上方 または下方へ と移動することによ り、集光 ミラ一 2 1 の上面

の曲率 を変更する。

[0022] 曲率変更機構 3 2 は、例 えば、 ミラ一回転機構 3 1 に連結 され、 ミラ一回



転機構 3 1 による集光ミラ一 2 1 の傾き変更に同期 して、集光ミラ一 2 1 の

上面の曲率を変更する。この場合、反射部駆動機構 3 は、複数の集光ミラ一

1 をそれぞれのミラ一回転軸 2 2 を中心として回転させることにより、反

射部 2 の向きおよび反射面の曲率を変更する。なお、反射部駆動機構 3 では

、集光ミラ一 2 1 の回転による傾き変更と、集光ミラ一 2 1 の上面の曲率変

更とは、互いに独立 して行われてもよい。

[0023] 反射部駆動機構 3 では、南北方向に並ぶ複数の集光ミラ一 2 1 に対 して 1

つのミラ一回転機構 3 1 が設けられてもよい。この場合、当該ミラ一回転機

構 3 1 が駆動されることにより、対応する複数の集光ミラ一 2 1 がミラ一回

転軸 2 2 を中心として一体的に回転 し、当該複数の集光ミラ一 2 1 の向きが

—体的に変更される。また、当該複数の集光ミラ一 2 1 に対 して 1 つの曲率

変更機構 3 2 が設けられ、当該複数の集光ミラ一 2 1 の反射面の曲率が一体

的に変更されてもよい。

[0024] 集光ミラ一 2 1 の傾きおよび反射面の曲率は、集光ミラ一 2 1 の幅方向の

各位置における反射光がレシーバ 4 へと向かうように、太陽熱回収システム

0 の設置場所における太陽の動きに合わせて変更される。例えば、集光ミ

ラ一2 1 の傾きおよび反射面の曲率は、太陽の各高度に合わせて、軸方向に

垂直な面上においてレシーバ 4 の周囲に設定された放物線におよそ一致する

ように変更される。当該放物線の対称軸は、太陽光に平行、かつ、 レシ一バ

4 を通過する直線である。また、当該放物線の焦点は、 レシーバ 4 の位置で

ある。さらに、当該放物線は、集光ミラ一 2 1 の反射面の位置 （すなわち、

反射面の幅方向の中央）を通る。このように、集光ミラ一 2 1 の傾きおよび

反射面の曲率が、太陽の動きに合わせて変更されることにより、太陽光の反

射光を効率良くレシーバ 4 に導 く （すなわち、集光する）ことが実現される

[0025] レシーバ移動機構 5 は、 レシーバ接続部 5 1 と、接続部回転機構 5 2 とを

備える。 レシ一バ接続部 5 1 は、 レシ一バ 4 に下方から接続される。 レシ一

バ接続部 5 1 は、例えば、略上下方向に延びる2 つのレシ一バァ一厶 5 3 を



備える。 レシ一バァ一厶 5 3 は、実質的に上下方向に延びているのであれば

、厳密に上下方向に延びていてもよく、上下方向から少 し傾いた方向へと上

下方向に沿つて斜めに延びていてもよい。 2 つのレシ一バァ一厶 5 3 はそれ

ぞれ、 レシ一バ 4 の南北方向の両端部近傍に配置される。 2 つのレシ一バァ

—厶 5 3 の上端部はそれぞれ、 レシーバ 4 の南北方向の両端部に接続される

。 レシ一バァ一厶 5 3 の下端部は、 レシーバ 4 よりも下方に位置 して南北方

向を向くレシ一バ回転軸 5 4 に、回転可能に接続される。 レシ一バ回転軸 5

4 は、好ましくは、地面近傍に配置される。 レシ一バ回転軸 5 4 は、例えば

、地面から約 1 7 c m上方に配置される。

[0026] 接続部回転機構 5 2 は、 レシ一バ回転軸 5 4 を中心としてレシ一バ接続部

5 1 を回転する。接続部回転機構 5 2 は、例えば、地面に配置されたシリン

ダ部等を備え、当該シリンダ部を伸縮させることにより、 レシーバ接続部 5

1 のレシ一バァ一厶 5 3 が、 レシーバ回転軸 5 4 を中心として回転する。接

続部回転機構 5 2 は、好ましくは、 レシ一バ回転軸 5 4 の近傍に配置される

。 レシーバ移動機構 5 において接続部回転機構 5 2 が駆動されてレシーバ接

続部 5 1 が回転することにより、反射部 2 の上方においてレシーバ 4 の位置

が東西方向に変更される。

[0027] 図 3 では、上述の反射中央部の上方に位置するレシーバ 4 を実線にて描 く

。以下の説明では、反射中央部の上方のレシーバ 4 の位置、および、当該 レ

シ一バ 4 に接続されたレシ一バァ一厶 5 3 の位置を 「基準位置」という。図

3 では、 レシ一バァ一厶 5 3 を基準位置から図中の時計回り方向に約 5 度回

転させた場合のレシーバ 4 の位置を二点鎖線にて示す。このとき、 レシーバ

4 は基準位置から東側に約 3 2 c m移動 し、下方に約 1 c m移動する。図 3

では、 レシ一バァ一厶 5 3 を基準位置から図中の反時計回り方向に約 5 度回

転させた場合のレシーバ 4 の位置も二点鎖線にて示す。以下の説明では、二

点鎖線にて示すレシーバ 4 の位置を 「変移位置」という。図 3 に示す例では

、 レシ一バ 4 は、略水平に （すなわち、地面に略平行に）東西方向に移動す

る。なお、 レシーバ 4 は、厳密に水平に東西方向に移動 してもよい。あるい



は、 レシーバ 4 は、実質的に水平 と捉え られる程度 に上下方向に僅かに移動

しつつ東西方向に移動 してもよい。

[0028] 制御部 6 は、例えば、各種演算処理 を行 うC P U と、基本 プログラムを記

憶する R 〇M と、各種情報 を記憶する R A M とを含む一般的なコンピュータ

システムの構成 となっている。制御部 6 の機能は専用の電気的回路 により実

現 されてもよ く、部分的に専用の電気的回路が用い られてもよい。

[0029] 制御部 6 は、太陽の位置に基づいて反射部駆動機構 3 および レシーバ移動

機構 5 を制御する。制御部 6 によりレシーバ移動機構 5 が制御 されることに

より、 レシーバ 4 が反射部 2 の上方において東西方向に移動する。 また、制

御部 6 により反射部駆動機構 3 が制御 されることにより、反射部 2 の複数の

集光 ミラ一 2 1 の傾 きおよび反射面の曲率が調整 され、各集光 ミラ一 2 1 に

入射 した太陽光が、 レシーバ 4 に向けて反射されて レシーバ 4 に集光される

[0030] 例 えば、 レシーバ移動機構 5 が制御部 6 により制御 されることにより、太

陽が正中位置よりも東側 に位置するときに、 レシ一バ 4 は、基準位置よりも

東側 （すなわち、反射中央部 よりも東側）に配置される。 また、太陽が正中

位置に位置するときに、 レシ一バ 4 は、基準位置 （すなわち、反射中央部の

上方）に配置される。 さらに、太陽が正中位置よりも西側 に位置するときに

、 レシ一バ 4 は基準位置よりも西側 （すなわち、反射中央部 よりも西側）に

配置される。

[0031 ] 具体的には、例えば、 日の出時刻か ら正中時刻の 3 0 分前 までの間、 レシ

—バ 4 は、基準位置よりも東側の変移位置に配置される。そ して、正中時刻

の 3 0 分前 になると、 レシ一バ 4 は上記変移位置か ら基準位置へ と移動する

。 レシーバ 4 は、正中時刻の 3 0 分前か ら正中時刻の 3 0 分後 までの 1 時間

の間、基準位置に配置される。その後、正中時刻の 3 0 分後 になると、 レシ

—バ 4 は基準位置か ら西側の変移位置へ と移動する。 レシ一バ 4 は、正中時

刻の 3 0 分後か ら日没時刻 までの間、基準位置よりも西側の変移位置に配置

される。



[0032] 上記例では、 レシーバ 4 は、正中時刻の 3 0 分前 における変移位置か ら基

準位置への移動時、 および、正中時刻の 3 0 分後 における基準位置か ら変移

位置への移動時を除 き、変移位置 または基準位置 にて静止 している。換言す

れば、 レシーバ移動機構 5 による レシーバ 4 の移動 は、断続的に行われる。

[0033] 上述の制御部 6 では、 日時に基づいて制御が行われることによ り、反射部

駆動機構 3 および レシーバ移動機構 5 の制御が、太陽の位置 に間接的に基づ

いて行われる。 また、制御部 6 では、太陽熱回収 シ ス テ ム 1 0 等 にて測定さ

れた太陽光の照射角度 に基づいて制御が行われることによ り、反射部駆動機

構 3 および レシ一バ移動機構 5 の制御が、太陽の位置 に間接的に基づいて行

われてもよい。制御部 6 では、 当然なが ら、太陽熱回収 シ ス テ ム 1 0 等 にて

測定された太陽の位置 に直接的に基づいて、反射部駆動機構 3 および レシ一

バ移動機構 5 の制御が行われてもよい。

[0034] 図 4 は、 レシーバ 4 の上述の断続的移動が行われた場合 において、 レシ一

バ 4 に入射する太陽光エネルギを示す図である。図 4 は、太陽熱回収システ

厶 1 0 が東経約 2 7 度かつ北緯約 5 0 度の位置 に配置 された と仮定 し、 2 0

1 3 年 9 月 2 5 日における レシ一バ 4 に入射する太陽光エネルギを、光線追

跡法 によるシミュ レーシ ョンによ り求めたものである。 シミュ レーシ ョンで

は、 レシ一バ 4 表面 を多数の小領域 に分割 し、算出された各小領域の入射熱

流束の合計 を、 レシーバ 4 に入射する太陽光エネルギと している。図 4 では

、 8 時か ら 1 7 時 までの 1時間毎のシ ミ ュ レー シ ョン結果 を示す。図 4 では

、各時刻 において、基準入射エネルギに対する、断続的に移動する レシーバ

4 に入射する太陽光エネルギの割合である入射エネルギ率 を示す。基準入射

エネルギは、各時刻 において、 レシーバ 4 が基準位置 に位置すると仮定 した

場合 に レシーバ 4 に入射する太陽光エネルギである。

[0035] 図 4 に示すように、 レシーバ 4 が基準位置 に位置する 1 2 時、 および、 日

没時刻 に近い 1 7 時を除 き、 レシーバ 4 への入射エネルギ率 は各時刻 におい

て 1 0 0 % よ りも大 きい。具体的には、 レシーバ 4 に入射する太陽光ェネル

ギは、上述のように レシーバ 4 を断続的に移動することによ り、 レシーバ 4



を基準位置にて静止させておく場合に比べて、各時刻において約 1 〜 3 %増

大する。換言すれば、 レシーバ移動機構 5 によりレシーバ 4 を移動すること

により、 レシーバ 4 における集光率を向上することができる。なお、 レシ一

バ 4 が基準位置に位置する 1 2 時では、当然ながら、入射エネルギ率は 1 0

0 %である。

[0036] 以上に説明 したように、フレネル型の太陽熱回収システム 1 0 は、反射部

2 と、反射部駆動機構 3 と、 レシ一バ 4 と、 レシ一バ移動機構 5 と、制御部

6 とを備える。反射部 2 は、 レシ一バ 4 の下方に配置され、太陽光を反射 し

てレシ一バ 4 に集光する。反射部駆動機構 3 は、反射部 2 の向きを変更する

。 レシーバ移動機構 5 は、 レシーバ 4 の位置を変更する。制御部 6 は、太陽

の位置に基づいて反射部駆動機構 3 および レシ一バ移動機構 5 を制御する。

[0037] これにより、 レシーバの移動が行われない従来の太陽熱回収システムに比

ベて、集光ミラ一 2 1 で受ける太陽光の光束 （すなわち、太陽光の入射角度

のコサイン成分に比例する光束）を大きくすることができる。 したがって、

レシーバ 4 における集光率を向上することができる。その結果、太陽熱発電

システム 7 における発電効率を向上することができる。

[0038] 上述のように、 レシ一バ 4 は南北方向に延びる。また、反射部 2 は、東西

方向に配列される複数の集光ミラ一 2 1 を備える。複数の集光ミラ一 2 1 の

それぞれは、南北方向に延びるミラ一回転軸 2 2 を中心として回転可能であ

る。反射部駆動機構 3 は、複数の集光ミラ一 2 1 をそれぞれのミラ一回転軸

2 2 を中心として回転させることにより、反射部 2 の向きを変更する。 レシ

—バ移動機構 5 が制御部 6 により制御されることにより、太陽が正中位置よ

りも東側に位置するときに、 レシーバ 4 が、複数の集光ミラ一 2 1 である集

光ミラ一群の東西方向の中央部である反射中央部よりも東側に配置される。

また、太陽が正中位置に位置するときに、 レシ一バ 4 が反射中央部の上方に

配置される。さらに、太陽が正中位置よりも西側に位置するときに、 レシ一

バ 4 が反射中央部よりも西側に配置される。これにより、 レシ一バ 4 の移動

を簡素化 しつつ、 レシーバ 4 における集光率を向上することができる。



[0039] 太陽熱回収システム 1 0 では、 レシーバ移動機構 5 によるレシーバ 4 の移

動が、断続的に行われる。 これにより、 レシーバ 4 を連続的に移動する場合

に比べて、 1 曰の間にレシーバ 4 の移動に要する動力を低減することができ

る。 また、制御部 6 によるレシーバ 4 の移動制御を容易とすることができる

[0040] 上述のように、 レシ一バ移動機構 5 は、 レシ一バ接続部 5 1 と、接続部回

転機構 5 2 とを備える。 レシ一バ接続部 5 1 は、 レシ一バ 4 に下方か ら接続

される。接続部回転機構 5 2 は、 レシ一バ 4 よりも下方に位置するレシ一バ

回転軸 5 4 を中心 として レシーバ接続部 5 1 を回転することにより、 レシ一

バ 4 の位置を変更する。 これにより、簡素な構造によりレシ一バ 4 の移動を

実現することができる。 また、 レシーバ回転軸 5 4 が レシーバ 4 よりも下方

に位置するため、 レシ一バ回転軸 5 4 および接続部回転機構 5 2 のメンテナ

ンスを容易とすることもできる。

[0041 ] 太陽熱回収システム 1 0 では、反射部 2 が、上面が凹状の反射面である集

光 ミラ一 2 1 を備える。 これにより、集光 ミラ一 2 1 による反射光の光束を

収束させることができ、 レシーバ 4 における集光率をさらに向上することが

できる。集光率の更なる向上 という観点か らは、 レシーバ 4 は、集光 ミラ一

1 の焦点位置近傍に配置されることが好ま しい。

[0042] また、太陽熱回収システム 1 0 では、制御部 6 が太陽の位置に基づいて反

射部駆動機構 3 を制御することにより、各集光 ミラ一 2 1 の反射面の曲率 も

変更される。 これにより、 レシーバ 4 における集光率をさらに向上すること

ができる。

[0043] 上述の太陽熱回収システム 1 0 および太陽熱発電システム 7 では、様々な

変更が可能である。

[0044] 太陽熱回収システム 1 0 では、 レシーバ移動機構 5 によるレシーバ 4 の移

動態様は上述の例には限定されず、様々に変更されてよい。例えば、 レシ一

バ移動機構 5 によるレシ一バ 4 の移動は、連続的に行われてもよい。具体的

には、 レシーバ 4 は、 日の出時刻か ら日没時刻まで、太陽の位置に基づいて



移動 し続けてもよい。 これにより、 レシーバ 4 を各時刻において集光に最適

な位置に配置することができ、 レシーバ 4 における集光率をさらに向上する

ことができる。 また、 レシーバ 4 は、上下方向に移動されてもよい。

[0045] レシ一バ移動機構 5 は、必ず しもレシ一バ接続部 5 1 の回転運動によりレ

シ― バ 4 を移動するものでな くてよい。 レシ一バ移動機構 5 の構造は、上述

の構造か ら様々に変更されてよい。

[0046] 太陽熱回収システム 1 0 では、 レシーバ 4 および集光 ミラ一 2 1 の数は様

々に変更されてよい。例えば、反射部 2 の上方に複数の レシーバ 4 が配置さ

れてもよい。 この場合、当該複数の レシーバ 4 の全てまたは一部の位置が、

太陽の位置に基づいて レシ一バ移動機構 5 により変更される。複数の集光 ミ

ラ一 2 1 は、例えば、略東西方向に 1 列に配列され、略南北方向には配列さ

れな くてもよい。

[0047] 集光 ミラ一 2 1 の反射面の形状は、太陽光を反射 して レシーバ 4 に集光す

ることができるのであれば、必ず しも凹状である必要はな く、様々に変更さ

れてよい。

[0048] 太陽熱回収システム 1 0 は、太陽熱発電システム 7 以外の様々な設備にお

いて利用されてよい。換言すれば、太陽熱回収システム 1 0 により回収され

た太陽熱は、発電以外の目的に利用されてもよい。

[0049] 上記実施の形態および各変形例における構成は、相互に矛盾 しない限 り適

宜組み合わされてよい。

[0050] 発明を詳細に描写 して説明 したが、既述の説明は例示的であって限定的な

ものではない。 したがって、本発明の範囲を逸脱 しない限 り、多数の変形や

態様が可能であるといえる。

符号の説明

[0051 ] 反射部

3 反射部駆動機構

4 レシーバ

5 レシーバ移動機構



制御部

太陽熱回収 シ ス テ ム

集光 ミラ一

ミラ一 回転軸

レシーバ 接続部

接続部回転機構



請求の範囲

[ 請求項 1] フ レネル型の太陽熱回収システムであ って、

レシーバ と、

前記 レシーバの下方 に配置 され、太陽光 を反射 して前記 レシーバ に

集光する反射部 と、

前記反射部の向 きを変更する反射部駆動機構 と、

前記 レシーバの位置 を変更する レシ一バ移動機構 と、

太陽の位置 に基づいて前記反射部駆動機構 および前記 レシーバ移動

機構 を制御する制御部 と、

を備 える。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の太陽熱回収システムであ って、

前記 レシーバが、南北方向に延び、

前記反射部が、東西方向に配列されるとともにそれぞれが南北方向

に延び るミラ一回転軸 を中心 と して回転可能な複数の集光 ミラ一を備

え、

前記反射部駆動機構が、前記複数の集光 ミラーをそれぞれの前記 ミ

ラ一回転軸 を中心 と して回転 させ ることによ り、前記反射部の向 きを

変更 し、

前記 レシ一バ移動機構が前記制御部 によ り制御 されることによ り、

太陽が正中位置 よ りも東側 に位置するときに、前記 レシーバが、前

記複数の集光 ミラ一である集光 ミラ一群の東西方向の中央部である反

射中央部 よ りも東側 に配置 され、

太陽が前記正中位置 に位置するときに、前記 レシーバが前記反射中

央部の上方 に配置 され、

太陽が前記正中位置 よ りも西側 に位置するときに、前記 レシーバが

前記反射中央部 よ りも西側 に配置 される。

[ 請求項 3 ] 請求項 1 または 2 に記載の太陽熱回収システムであ って、

前記 レシーバ移動機構が、



前記 レシーバ に下方か ら接続 される レシ一バ接続部 と、

前記 レシ一バ よ りも下方 に位置する レシ一バ回転軸 を中心 と して前

記 レシ一バ接続部 を回転することによ り、前記 レシ一バの位置 を変更

する接続部回転機構 と、

を備 える。
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